元市民会館、福祉文化会館及び人工台地解体工事設計業務委託
仕様書
本仕様書は、茨木市が委託する元市民会館、福祉文化会館及び人工台地解体工事設計業務を行うにあたって必要な事項等を示したものであり、解体工事施設計業務の執行は、本仕様書、公共建築設計業務委託共通仕様書による。
１　設計内容
(1)　解体施設の概要
①元茨木市市民会館（ユーアイホール）
ア　建 築 年　　　昭和44年

イ　敷地の場所　　茨木市駅前四丁目７番５０号
ウ　敷地面積　　　1,896.0㎡

エ　建築面積　　　1,388.0㎡

オ　延床面積　　　6,280.0㎡

カ　建物高さ　　　27.2ｍ　　
キ　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造一部鉄骨造　地下１階・地上６階　
②茨木市福祉文化会館

ア　建 築 年　　　昭和56年

イ　敷地の場所　　茨木市駅前四丁目７番５０号

ウ　敷地面積　　　1,750.75㎡

エ　建築面積　　　1,184.47㎡

オ　延床面積　　　6,939.58㎡

カ　建物高さ　　　31.0ｍ　　

キ　鉄筋鉄骨ｺﾝｸﾘｰﾄ造　地下２階・地上６階　

③人工台地

ア　建 築 年　　　昭和44年

イ　敷地の場所　　茨木市駅前四丁目７番５０号

ウ　敷地面積　　　1,851.71㎡

エ　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造　地下１階
オ　付属施設　　　記念塔、噴水施設、施設案内看板、街灯、時計台

掲揚旗ポール、駐輪施設ほか
　(2)　業務計画書

①受注後２週間以内に茨木市が定める業務実施体制、設計実施方針、業務工程などを記した業務計画書等書類一式を発注者に提出すること。

②原則として業務の進捗状況を毎月一回、市役所会議室にて業務進捗状況報告書を提出の上報告すること。

　(3)　各種調査等業務

①設計着手前に必ず現地調査を行うこと。調査の結果、障害物、公害関係及び設備関連事項等について問題が生じる恐れがあると判断される場合は、監督職員に状況を報告の上、対応を協議すること。

②元市民会館、福祉文化会館及び人工台地の現況図を、新築及び改修にわたる全ての図面を参照し、測量や目視調査等の現地調査により照合の上、作成する。

③アスベストの含有について、工事監理報告書、竣工図、現地調査及び成分調査により調査し、石綿含有建材調査・報告書を作成する。外壁塗材及び各室の仕上げすべてについてアスベスト含有の有無を確定させ、一覧表を作成すること。

④敷地測量を行い、解体及び整備範囲を確定する。

　(4)　解体工事等実施設計業務
①解体工事に必要な以下の②から⑧までの検討を行った上で実施設計を行う。

②解体工事による騒音、振動、粉塵、排水処理、工期及びコスト等の影響を比較検討した資料を作成し、解体工法を選定する。

③解体工事を行うための各種構造検討、構造計算、仮設計画及び解体手順検討（アスベスト・ＰＣＢなどの除去含む）等を行い、必要な資料を作成する。

④工事車両進入及び工事作業エリアに係る仮設計画、各種構造計算を行う。

⑤建物解体により影響を受ける周辺環境（道路、広場、地下通路、水路、歩道橋、動力設備、養精中学校及び福祉文化会館などの隣接施設）の整備方法を検討する。
⑥複数事業者による工事が可能な工法で設計を行うことを基本とするが、建設事業者へのヒアリング等により、より効果的な手法等についても調査・検討の上、設計を行うこと。
⑦元市民会館（人工台地含む）及び福祉文化会館の解体工事について、それぞれ異なる時期に実施する可能性もあることから、段階的に解体工事を行うことも想定し設計すること。
　　⑧元市民会館（人工台地）及び福祉文化会館を解体後、各種イベント等で利用できるよう、広場を整備するため、更地とすることを想定し設計すること。なお、表面等の仕上げについては、別途指示する。
　(5)　関係官公庁への手続き及び行政協議業務
①設計業務の実施に当たっては、受注者が行う関係官公庁等への手続きに関して、発注者の代理者として一切の届出等の申請業務を行わなければならない。
②受注者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、速やかにその内容を監督職員に報告し、必要な協議を行うものとする。

③関係各課との必要な協議があるときは、原則として監督職員同席の上で行うものとする。

　

(6)　工事共通仕様書

　　　工事仕様書は「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）」、「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）」及び「建物物解体工事共通仕様書」（発行(社)公共建築協会、国土交通大臣官房官庁営繕部監修）の最新版を適用する。ただし、必要がある場合は補足説明書を作成することができる。
(7)　材料・工法の選定
　　　使用材料及び工法等については、比較検討資料作成の上で選定する。ただし、その他のもの使用する必要がある場合は、資料を提出し監督職員の承認を受けること。

(8)　実施設計図の作成

①設計図は、「建築工事設計図書作成基準」（発行(社)公共建築協会、国土交通大臣官房官庁営繕部監修）に基づき作成する。
②設計図は、ＣＡＤ入力を原則とし、図面電子データＣＤ－ＲＯＭ及び打出しの原図１部を提出するものとする。

③図面電子データについては、ｊｗｗ形式を基本とする。それ以外の形式（ＤＷＧ形式等）については、変換ソフト等を使用しｊｗｗ形式に直すこと。尚、他の形式からｊｗｗ形式に変換した場合は、元データと比較し文字や線種、縮尺等に誤りがないことを確認すること。

④電子データ提出に際しては、元データ形式（ＤＷＧ形式等）とｊｗｗ形式を合わせて提出し、元データ形式を保存したＣＤ－ＲＯＭには、コンピューターにソフトをインストールすることなく図面データが閲覧できるよう、閲覧ソフト（ＤＷＧ　Ｔｒｕｅ　Ｖｉｅｗ等）を添付すること。

　⑤工事を分割委託するため、分割委託毎に設計図書を作成すること。

　⑥内訳書

ア　内訳書は、「公共建築工事積算基準」（発行（財）建築コスト管理システム研究所、国土交通省大臣官房官庁営繕部　監修）に基づき作成する。
イ　内訳書の書式については、当市が指定する様式（Ｅｘｃｅｌ形式）を利用すること。様式データについては、契約締結後監督職員より貸与するものとする。

ウ　建築数量の積算方法については、「建築数量積算基準」（発行（財）建築コスト管理システム研究所、建築工事建築数量積算研究会　制定）に基づき積算する。
エ　積算にあっては、誤記・脱落のないよう数量は正確に算出し、単価については、刊行物単価及びメーカー見積、積算基準による歩掛りによる単価とする。
オ　工事毎に内訳書を作成し、項目の分け方については、監督職員の指示する方法に従い算出すること。

カ　その他、必要な事項は担当員と協議の上作成すること。

　　⑦　計算書
　　　構造計算書は、監督職員の指示によるものとする。

(9)　積算業務

　　①解体工事等実施設計図を作成後、積算業務を行うものとする。

　　②茨木市民会館の解体工事の工事費については、７月上旬までに確定させるものとする。

(10)　関連する法令、条例等の順守

　　　　設計業務の実施に当たっては、都市計画法、建築基準法、消防法、大阪府条例及び茨木市条例等、関係する法令、条例等を順守しなければならない。

　　　　特殊な工法・材料等の仕様を提案する場合の各法令上の手続き等、その解決は受注者の責任において行う。

　(11)　適用基準等

　　　　受注者は、設計業務の実施に当たっては、指定された標準仕様書、各種設計基準及び日本建築学会基準に基づいて行う。
２　成果品

　(1)　提出書類
　　ア　設計図原図（図面ファイル入り）（工事発注毎）
イ　設計書及び構造計算書（ファイル綴じ）（工事発注毎）
ウ　縮小設計図原図  （縮小Ａ３）　（工事発注毎）
エ　現説配布用図面：１５部、設計書（金抜き）：１５部（共に工事発注毎）
を紙で提出配布用データ：ＰＤＦデータ（３ＭＢごとファイル作成）
　　オ　２ツ折製本　各工事合本製本４部　各工事毎３部（建築、電気、機械）
　　カ　縮小版製本　各工事合本製本８部　各工事毎３部（建築、電気、機械）
　　キ　起案用製本（Ａ４版申請折り）、設計書金入（Ａ４）（共に工事発注毎１部）
　　ク　積算　数量算出書（ファイル綴じ）　　製本　各１部（工事発注毎）
ケ  ＣＡＤデータ、設計書のエクセルデータ、見積比較表のデータ
コ  設計打ち合わせ記録簿（関係機関との打ち合わせも含む。ファイル綴じ）
サ  三社見積書（各社単価比較表、見積書原本共）　製本１部（発注毎）
シ　設計採用の特殊な材料及び工法の選定資料
ス　石綿含有建材調査・報告書
セ　市要綱に基づく事前協議書、詳細協議書
　　ソ　周辺住民説明用資料　必要部数
　　タ　その他各法律・条例・要綱等における関係機関に申請が必要な手続き、書類
　　チ　業務終了後に挙がってくる設計内容に関わる質疑（図面の相違、納まり等）への回答協力

(2)　設計図内容
○建築
　　ア　表紙　図面リスト
　　イ　特記仕様書
　　ウ　仕上表
　　エ　付近見取図、配置図、仮設計画図
オ　求積面積表
カ　各階平面図　Ｓ：１／２００程度
　　キ　各面立面図（設備機器も含む）（全面）　Ｓ：１／２００程度
ク　断面図　Ｓ：１／２００程度
ケ　矩計図　詳細図　Ｓ：１／５０程度
コ　断面詳細図　Ｓ：１／５０程度
サ　各室平面詳細図、展開図　（設備機器も含む）　Ｓ：１／５０程度
シ　階段部分平面図、断面詳細図　Ｓ：１／５０程度
ス　各部分詳細図　Ｓ：１／２０程度
セ  外構図
　　ソ　撤去図
タ　現況図
　　チ　その他必要な図面
○電気設備
　　ア　表紙　図面リスト
　　イ　特記仕様書　　凡例　機器メーカーリスト
　　ウ　付近見取図　配置図（引き込み幹線その他）
エ　各盤　結線図　姿図　その他
オ　照明器具姿図
　　カ　主要機器取付展開図　Ｓ：１／５０程度　主要機器納まり詳細図
キ　受変電設備、幹線動力平面図　Ｓ：１／１００程度（別途詳細図含む）
ク　電灯　差込平面図　Ｓ：１／１００程度
ケ　弱電機器仕様　姿図
コ　弱電設備系統図
　
サ　現況図

シ　撤去図
　　ス　その他補足図
＊提出書類は建築に準ず（歩掛表、メーカー参考見積書、積算数量算出書）。製本各２部
　  ＊審査指導課、消防本部、関西電力等による打ち合わせ書類の提出。
　　＊幹線容量計算書・負荷容量計算書・照度計算書の提出。

○機械設備
ア　表紙　図面リスト
イ　特記仕様書　　凡例　機器メーカーリスト
ウ　付近見取図　配置図　Ｓ：１／１００～Ｓ：１／５００程度
エ　屋外配管配置図
オ　各階平面図　給排水・冷暖房・ガス・消火・換気・ダクト・配管設備ほか　　　Ｓ：１／１００程度
カ　平面詳細図　Ｓ：１／５０程度
キ　主要機器取付展開図　Ｓ：１／５０程度
　　主要機器納まり詳細　Ｓ：１／２０程度
ク　系統図
ケ　主要機器仕様　衛生器具表
コ　主要機器詳細図
サ　その他補足図
　　　　＊提出書類は建築に準ず(歩掛表、メーカー参考見積書、積算数量算出書）。　　　　　　製本各２部
　　　　＊ガス設備図には、ガス管ルート及び換気その他ガスに関する規定を打ち合わせの上、見積書を提出する。
　　　　＊提出書類は建築に準ず（メーカー参考見積書及び各メーカーカタログ、設計計算書、積算数量算出書）。製本各２部
　　　　＊設計計算書の内訳は設備概要、熱負荷計算書、換気量計算書、
機器選定計算書とする。
　　　　＊審査指導課、水道部、下水道総務課、消防本部、大阪ガス等による打ち合わせ書類の提出。
３　その他留意事項

　(1)　業務について疑問が生じた場合は、担当員と協議を行い、業務の円滑な進捗を期さなければならない。

(2)　受注者は、本業務で知り得た事項ならびに関連資料を当該業務に関わる者以外にもらしてはならない。
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